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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため

記載しておりません。 

回次 
第39期 

第２四半期 
累計期間 

第39期 
第２四半期 
会計期間 

第38期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成20年 
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円） 652,293 291,183 1,716,103 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
△23,351 △24,395 114,624 

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円） 
△109,403 △125,357 39,440 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － 

資本金（千円） － 520,840 520,840 

発行済株式総数（株） － 4,699,600 4,699,600 

純資産額（千円） － 1,528,215 1,668,530 

総資産額（千円） － 2,336,992 2,724,300 

１株当たり純資産額（円） － 325.18 355.04 

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は当期純利益金額（円） 
△23.28 △26.67 8.39 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

１株当たり配当額（円） － － 6.0 

自己資本比率（％） － 65.4 61.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
94,405 － 71,170 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
11,312 － 2,456 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△88,256 － 92,400 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ 703,556 686,095 

従業員数（人） － 83 88 



２【事業の内容】 

当第2四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、準社員数は当第2四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は販売価額によります。 

２．消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 （注）１．その他には、以下のものが含まれております。 

ハードウェア……ディスクユニット・サプライ品（ケーブル・プリンタリボン） 

２．金額は仕入価額によります。 

３．消費税等は含まれておりません。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 83 (22) 

品目 
当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

測量ソフト（千円） 154,953 

土木ソフト（千円） 9,559 

合計（千円） 164,512 

品目 
当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

ハードウェア  

コンピュータ一式（千円） 8,854 

その他（千円） 17,837 

ソフトウェア（千円） 1,948 

合計（千円） 28,640 



(3）販売実績 

 主要品目別売上高は、次のとおりであります。 

 （注）１．各項目のその他には、以下のものが含まれております。 

(1）商品（ハードウェア）……ディスクユニット・サプライ品（ケーブル・プリンタリボン） 

(2）その他………………………修理・図化処理・搬入設置料・賃貸料など 

２．消費税等は含まれておりません。 

２【経営上の重要な契約等】 

当第2四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

品目 
当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

製品  

測量ソフト（千円） 154,953 

土木ソフト（千円） 9,559 

製品計（千円） 164,512 

商品（ハードウェア）  

コンピュータ一式（千円） 14,237 

その他（千円） 25,924 

商品（ソフトウェア） 5,267 

商品計（千円） 45,429 

その他  

保守契約（千円） 66,762 

インスト・セットアップ（千円） 6,480 

その他（千円） 7,998 

その他計（千円） 81,240 

合計（千円） 291,183 



３【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（1）業績の状況 

 当第2四半期会計期間におけるわが国経済は、米国におけるサブプライム住宅ローン問題に端を発する国際金融資

本市場の不安定さが第2四半期に入りさらに増す状況となり、世界的な株価の下落と欧米を中心とした短期金融市場

の緊張感も高まり、景気の停滞、物価の上昇等に対する具体的対策の実行を求められる状況に直面しており、日本経

済においても景気の停滞は明らかになり、企業収益の減少は設備投資の抑制傾向にも現われ、雇用者所得の伸び率の

低下は、エネルギー、各種食品価格の上昇とも相まって、消費支出の減少に現われている状況にあります。 

 当社製品の主たる販売市場である測量、土木・建設市場においても、平成19年改正建築基準法施行後に一時停滞し

た建築確認申請業務は、その後の法律運用の見直しにより改善されてはいますが、なお従来業務に至っていない状況

にあり、日米欧を中心とした短期金融市場の緊張感の高まりは、国内不動産市場に少なからず影響を与えておりま

す。 

 こうした状況の中で当社は、各種デジタル機器により測位された位置情報を高精度で解析し、表示するプログラム

技術を、測量業務、土地家屋調査士業務を始めとして、不動産関連業務、高精度な位置表示を求める様々な業務に対

して積極的な営業展開を進めてまいりました。既存業務分野においては、第38期第4四半期より新たに市場に投入し

ました「WingNeo5」の普及を図ることを最重要施策と位置づけ、民間業務に止まらず公的業務に向けても従来以上の

積極的な業務提案を進めてまいりました。また、政府が進める各種行政手続きの中で普及の度合いが遅れているとい

われる不動産登記に係るオンライン業務に関しては、手続きを行ううえで課題となっていた事前手続きが大幅に簡略

化されることとなり、今後さらなる普及が進むと見込まれ、当社は制度開始とともに製品化しました民間版オンライ

ン申請業務支援ソフトウェアのさらなる機能強化を図り、オンライン登記業務の現在以上の普及を目指した業務提案

を進めてまいりました。さらには、当社の持つ高精度位置情報解析・表示技術は、当社のメイン市場における技術評

価とともに、「安全・安心」に係る業務分野、その他の業務分野からも多くの関心が寄せられ、新規業務分野進出に

向けた営業基盤の構築と、開発部門による技術提案、技術開発を進めてまいりました。 

 以上の結果、当第2四半期会計期間の売上高は、291百万円となり、販売市場における景況感の低下を主な要因とす

る売上高の減少に対して、製造原価の見直し、販売管理費のさらなる削減を目指してまいりましたが、営業損失は23

百万円、経常損失は24百万円となりました。当社は従来より実施してまいりました所有資産の効率的活用を当第2四

半期会計期間においても実施することとし、尾張旭事業所土地・建物の売却処分を行うことにより獲得される資金

を、今後計画される新規事業展開に向けた営業基盤の構築、開発体制のさらなる充実に向けた投資資金として使用す

ること等により、第2四半期会計期間純損失は125百万円となりました。 

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第2四半期会計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、第1四半期会計期間末より79百万

円減少し、703百万円となっております。 

当第2四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は29百万円となりました。これは主に税引前四半期純損失231百万円、減損損失207百万

円、売上債権の減少額88百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果獲得した資金は11百万円となりました。これは主に有形固定資産の売却による収入10百万円等による

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は120百万円となりました。これは主に短期借入金の返済90百万円、社債の償還による

支出30百万円によるものであります。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第2四半期会計期間における当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

当第2四半期会計期間における研究開発活動の金額は29百万円であります。なお、当第2四半期会計期間において、当

社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 



（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 米国におけるサブプライムローンを震源とする「金融危機」によって、世界経済が大きく変調をきたす中、当社の

主たる販売市場であります「測量設計・建設・不動産登記」市場においては、公共事業に関連する予算編成及び執行

状況が少なからずとも当社の業績に影響を与えます。また、都市部と地方の格差による地方経済の疲弊も同様であ

り、そのような状況の中、当社の経営戦略の現状といたしましては主力製品「WingNeo」シリーズの機能強化による

バージョンアップの積極的な推進を展開するとともに、当社製品に係る運用・保守サービスのコンテンツを拡充し収

益面を底上げします。また、アライアンス企業とのパートナーシップの強化を図り当社のコアテクノロジーである

「高精度位置情報解析技術」にニーズのある市場への参入を具現化します。 

（6）資本の財源及び流動性についての分析 

 当社の当第2四半期会計期間（平成20年7月1日～平成20年9月30日）における資金状況は、営業活動の結果、得られ

た資金は29百万円となりました。これは主に税引前四半期純損失231百万円、減損損失207百万円、売上債権の減少額

88百万円等によるものであります。投資活動の結果、得られた資金は11百万円となりました。これは主に有形固定資

産の売却による収入10百万円等によるものであります。財務活動の結果、使用した資金は120百万円となりました。 

これは短期借入金の返済90百万円、社債の償還による支出30百万円によるものであります。以上の結果、当第2四半

期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第1四半期会計期間末より79百万円減少し、703百万円となっておりま

す。  

（7）経営者の問題意識と今後の方針について 

 米国におけるサブプライムローンを震源とする「金融危機」によって、世界経済が大きく変調をきたす中、当社の

主たる販売市場であります「測量設計・建設・不動産登記」市場は、引き続き公共事業関連に係る予算抑制ならびに

地方経済の疲弊を受け厳しい状況が続くと認識しております。測量設計・建設市場においては改正建築基準法の施行

に伴う申請手続きの遅延によって着工が遅れる事態は解消されつつありますが、安定的な回復には至っていない状況

です。一方の不動産登記市場では改正不動産登記法にともなうオンライン申請に向けた環境整備は進んでいるもの

の、その利用促進に向けた取り組みについては、地域毎に温度差が生じている状況です。 

 このような状況の中、当社の今後の方針といたしまして、更なる「顧客満足度の向上」を目指し、営業部門におき

ましては主力製品であります「WingNeoVer.5」の市場におけるシェア向上に努める販売施策の徹底を図り、既存ユー

ザーに対する同製品へのバージョンアップの促進を更に強化します。また、新規市場に対する取り組みの強化を図

り、アライアンス企業とコラボレーションする製品・ソリューションの販売展開を行います。開発部門においては、

当社のコアテクノロジーであります「高精度位置情報解析技術」を追求する研究と製品開発に努めております。サポ

ートサービス部門においては、当社とユーザーをつなぐWebサイト「ＡＴＭＳ Ｐａｒｋ」のコンテンツの充実を図

るとともに、Web環境を最大限に活用したシステムサポートであります「リモートヘルプ」の市場への導入促進を図

っております。管理部門におきましては、金融商品取引法の求める「内部統制」の環境整備を着実に進め、かつ、的

確な評価を可能とする体制の構築を進めてまいります。 

第３【設備の状況】 

(1）主要な設備の状況 

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却計画は次のとおりであります。 

事業所名 所在地 設備の内容 
売却予定金額 

(千円) 
着手 完了 

尾張旭事業所 
愛知県 

尾張旭市 
物流施設 103,500 平成20年9月 平成20年11月 

 （注）売却予定金額は当四半期会計期間において減損損失を計上後の土地の帳簿価額であります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 15,998,000 

計 15,998,000 

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成 20年 11月 14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 4,699,600 4,699,600 
株式会社ジャスダック証

券取引所 
－ 

計 4,699,600 4,699,600 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成20年7月1日～ 

平成20年9月30日 
－ 4,699,600 － 520,840 － 558,490 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

加藤 清久 愛知県尾張旭市  1,700 36.18 

有限会社アット 愛知県尾張旭市旭台3-16-17 304 6.46 

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内2-7-3  220 4.68 

株式会社トプコン  東京都板橋区蓮沼町75-1  180 3.83 

アイサンテクノロジー従業員 

持株会 
名古屋市中区錦3-7-14  176 3.76 

安藤 和久  神奈川県海老名市  167 3.55 

竹田 和平 名古屋市天白区  120 2.55 

宗次 徳二 岐阜県可児市  60 1.27 

有限会社キーノスロジック 名古屋市名東区高社1-252  59 1.25 

柳澤 哲二 愛知県瀬戸市  54 1.15 

計 － 3,041 64.72 



（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が26株含まれております。 

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) － － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,699,500 46,995 － 

単元未満株式 普通株式    100 － － 

発行済株式総数 4,699,600 － － 

総株主の議決権 － 46,995 － 

平成20年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 240 214 219 222 212 204 

最低（円） 199 200 199 199 190 150 



第５【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 783,556 766,095

受取手形及び売掛金 318,055 555,095

商品 28,273 39,985

製品 3,371 3,717

仕掛品 1,282 －

繰延税金資産 32,836 27,023

その他 35,693 22,767

貸倒引当金 △3,771 △7,216

流動資産合計 1,199,298 1,407,467

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 206,720 264,077

土地 445,289 597,348

その他（純額） 12,469 15,523

有形固定資産合計 ※  664,479 ※  876,949

無形固定資産   

ソフトウェア製品 43,374 74,668

ソフトウエア 10,448 14,505

特許権 38,699 42,569

その他 6,825 7,260

無形固定資産合計 99,349 139,004

投資その他の資産   

投資有価証券 63,525 67,928

差入保証金 47,680 48,796

長期性預金 150,000 150,000

繰延税金資産 81,942 －

その他 32,290 36,202

貸倒引当金 △1,573 △2,049

投資その他の資産合計 373,865 300,877

固定資産合計 1,137,694 1,316,832

資産合計 2,336,992 2,724,300



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 28,033 51,594

短期借入金 30,000 －

1年内償還予定の社債 160,000 200,000

未払金 17,875 20,196

未払法人税等 8,541 69,824

賞与引当金 － 45,000

その他 53,854 59,251

流動負債合計 298,305 445,867

固定負債   

社債 420,000 470,000

退職給付引当金 85,451 94,646

繰延税金負債 － 40,238

その他 5,020 5,017

固定負債合計 510,471 609,902

負債合計 808,777 1,055,769

純資産の部   

株主資本   

資本金 520,840 520,840

資本剰余金 558,490 558,490

利益剰余金 436,217 573,818

自己株式 △5 －

株主資本合計 1,515,542 1,653,148

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 12,673 15,382

評価・換算差額等合計 12,673 15,382

純資産合計 1,528,215 1,668,530

負債純資産合計 2,336,992 2,724,300



（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 652,293

売上原価 167,728

売上総利益 484,565

販売費及び一般管理費 ※1  504,855

営業損失（△） △20,290

営業外収益  

受取利息 1,338

受取配当金 592

その他 471

営業外収益合計 2,402

営業外費用  

支払利息 685

社債利息 3,411

社債保証料 1,365

営業外費用合計 5,463

経常損失（△） △23,351

特別利益  

貸倒引当金戻入額 3,498

関係会社株式売却益 1,800

特別利益合計 5,298

特別損失  

減損損失 ※2  207,694

その他 3,429

特別損失合計 211,123

税引前四半期純損失（△） △229,177

法人税、住民税及び事業税 6,405

法人税等調整額 △126,178

法人税等合計 △119,773

四半期純損失（△） △109,403



【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 291,183

売上原価 83,952

売上総利益 207,231

販売費及び一般管理費 ※1  230,662

営業損失（△） △23,431

営業外収益  

受取利息 1,171

受取配当金 130

その他 205

営業外収益合計 1,507

営業外費用  

支払利息 238

社債利息 1,677

社債保証料 556

営業外費用合計 2,471

経常損失（△） △24,395

特別利益  

貸倒引当金戻入額 2,245

特別利益合計 2,245

特別損失  

減損損失 ※2  207,694

その他 1,596

特別損失合計 209,291

税引前四半期純損失（△） △231,440

法人税、住民税及び事業税 2,946

法人税等調整額 △109,029

法人税等合計 △106,083

四半期純損失（△） △125,357



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △229,177

減価償却費 8,306

無形固定資産償却費 39,725

減損損失 207,694

賞与引当金の増減額（△は減少） △45,000

売上債権の増減額（△は増加） 237,040

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,774

その他の資産の増減額（△は増加） △15,168

仕入債務の増減額（△は減少） △23,560

その他の負債の増減額（△は減少） △31,031

その他 3,508

小計 163,112

利息及び配当金の受取額 1,852

利息の支払額 △4,251

法人税等の支払額 △66,307

営業活動によるキャッシュ・フロー 94,405

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の売却による収入 10,000

無形固定資産の取得による支出 △70

会員権の売却による収入 1,047

その他 334

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,312

財務活動によるキャッシュ・フロー  

社債の償還による支出 △90,000

短期借入金の純増減額（△は減少） 30,000

自己株式の取得による支出 △5

配当金の支払額 △28,251

財務活動によるキャッシュ・フロー △88,256

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,461

現金及び現金同等物の期首残高 686,095

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  703,556



【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【簡便な会計処理】 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

該当事項はありません。 

【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産につ

いては、従来、主として総平均法による原

価法によっておりましたが、第1四半期会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月

5日）が適用されたことに伴い、主として

総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。これに

より、当第2四半期累計期間の売上総利益

が2,250千円減少、営業損失及び経常損

失、税引前四半期純損失がそれぞれ2,250

千円増加しております。  

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の

算定方法 

固定資産の年度中の取得、売却及び除却等

の見積りを考慮した予算を策定しているた

め、当該予算に基づく年間償却予定額を期

間按分して算定しております。 

当第２四半期会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前事業年度末 
（平成20年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、132,559千円であ

ります。 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、281,228千円であ

ります。 



（四半期損益計算書関係） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※1．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 給与・賞与                185,984千円

 販売促進費               29,297 

 試験研究費                 76,742 

 退職給付費用                9,795 

※2．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いた

しました。  

当社は、売却予定資産については、個別物件単位でグルー

ピングしております。当該資産については、従来、共用資

産としてグルーピングしておりましたが、売却予定となっ

たため、回収可能価額まで減損し、減損損失207,694千円

（固定資産除売却損相当額）を特別損失に計上いたしまし

た。回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売

買契約締結済であるため、契約額により評価しておりま

す。なお、当該資産は、平成20年11月20日に売却予定であ

ります。 

  

用途  種類  場所  

 売却予定資産 建物及び土地、その他 愛知県尾張旭市

  売却予定価額 帳簿価額 減損損失  

 建物及びその他

（千円） 
－ 50,931 50,931 

 土地（千円） 103,500 255,558 152,058 

 取壊予定額 

（千円） 
－ － 4,704 

 合計（千円） 103,500 306,490 207,694 



当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※1．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 給与・賞与                 82,095千円

 退職給付費用              12,836 

 試験研究費                 29,507 

※2．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いた

しました。  

当社は、売却予定資産については、個別物件単位でグルー

ピングしております。当該資産については、従来、共用資

産としてグルーピングしておりましたが、売却予定となっ

たため、回収可能価額まで減損し、減損損失207,694千円

（固定資産除売却損相当額）を特別損失に計上いたしまし

た。回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売

買契約締結済であるため、契約額により評価しておりま

す。なお、当該資産は、平成20年11月20日に売却予定であ

ります。 

  

用途  種類  場所  

 売却予定資産 建物及び土地、その他 愛知県尾張旭市

  売却予定価額 帳簿価額 減損損失  

 建物及びその他

（千円） 
－ 50,931 50,931 

 土地（千円） 103,500 255,558 152,058 

 取壊予定額 

（千円） 
－ － 4,704 

 合計（千円） 103,500 306,490 207,694 



（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期会計期間末（平成20年9月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成20年4月１日 至 平成20年

9月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 4,699,600株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式     26株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

（有価証券関係） 

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

（デリバティブ取引関係） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年9月30日現在）  

現金及び預金勘定   783,556千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △80,000 

現金及び現金同等物 703,556 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成20年6月25日 

定時株主総会 
普通株式 28,197 利益剰余金  6.0 平成20年3月31日 平成20年6月26日



（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当第２四半期会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前事業年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 325.18円 １株当たり純資産額 355.04円

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載して

おりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △23.28円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載して

おりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △26.67円

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（千円） △109,403 △125,357 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純損失（千円） △109,403 △125,357 

期中平均株式数（株） 4,699,598 4,699,596 



（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

２【その他】 

該当事項はありません。 

当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

 当社は平成20年10月29日開催の取締役会において、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式に係る事

項を決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いたし

ます。 

(1）自己株式取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を

可能にするため、自己株式を取得するものでありま

す。 

(2）取得に係る事項の内容 

① 取得する株式の種類 

当社普通株式 

② 取得する株式の総数 

130,000株（上限とする。） 

(発行済株式総数(自己株式を除く。)に対する割

合2.77％) 

③ 株式の取得価額の総額 

20百万円（上限とする。） 

④ 自己株式取得の日程 

平成20年10月31日～平成21年3月31日 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 





独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

      平成 20年 11月 14日

       

アイサンテクノロジー株式会社      

取締役会 御中      

     

       

  あずさ監査法人 

       

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 柴田 光明 印 

       

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 久野 誠一 印 

       

       

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアイサンテクノ

ロジー株式会社の平成20年4月１日から平成21年3月31日までの第39期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年7月1日か

ら平成20年9月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アイサンテクノロジー株式会社の平成20年9月30日現在の財政状態、同日をも

って終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成20年11月14日 

【会社名】 アイサンテクノロジー株式会社 

【英訳名】 AISAN TECHNOLOGY CO.，LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 柳澤 哲二 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経営企画室長 加藤 淳 

【本店の所在の場所】 愛知県名古屋市中区錦三丁目7番14号 ＡＴビル 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町1丁目4番9号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 
 当社代表取締役社長柳澤哲二及び当社最高財務責任者加藤淳は、当社の第39期第2四半期（自平成20年7月1日 至平

成20年9月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

２【特記事項】 
 特記すべき事項はありません。 




